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ⅠⅠ  新新規規指指定定申申請請書書類類のの提提出出  
  
１１  介介護護保保険険のの指指定定事事業業者者ににななるるたためめにに必必要要なな要要件件  

介護保険事業者の指定を受けるためには、以下の条件を全て満たしていなければなりません。 
 （介護保険法第 70 条第２項、第 115 条の２第１項） 
(1) 法人※１であること〔みなし事業（訪問リハビリテーション等）は異なる〕。 

※１ 法人の種類によっては、事業開始に当たり定款について所轄庁の認可（認証）が必要な場合があります。詳し
くは所轄庁へお問合せください。 

(2) 申請の時点で、都条例に定める人員基準・設備基準が確保できていること。 

(3) 都の条例に定める運営の基準に従って適正な事業の運営ができること。 

(4)居宅サービス事業の場合、過去 5 年以内に介護保険法第 70 条第２項第４号から第 12 号の欠格条
項※２に該当していないこと。 

(5)介護予防サービス事業の場合、過去 5 年以内に介護保険法第 115 条の２第２項第４号から第 12 号
の欠格条項※２に該当していないこと。 

※２ 欠格条項については、介護保険法の他、厚生労働省からのＱ＆Ａ（「介護保険最新情報」Vol.６及び 73）等を
ご確認ください。「介護保険最新情報」は東京都介護サービス情報のホームページ※３から、ご覧になれます。 

※３ https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/saishin/index.html 
福祉局トップ＞高齢者＞介護保険＞東京都介護サービス情報＞その他の連絡事項＞介護保険についてのお知
らせ＞介護保険最新情報（厚生労働省からの通知） 

 
２２  介介護護保保険険のの指指定定事事業業者者ににななるるたためめのの手手続続  
 (1) 指定申請手続き 

・指定申請に当たっては、新規指定前研修を必ず受講してください。 
・指定申請書は原則として、電子申請・届出システム※４でご提出ください。 

（電子申請・届出システム） https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/ 
※４ 電子申請・届出システムについて詳細は、２(2)を参照してください。 

（やむを得ない理由により申請書等を郵送する場合） 
郵送先は、公益財団法人東京都福祉保健財団事業者支援部介護事業者指定室 （以下「財団」と

いう。）です。 
指定申請書は、指定予定日の 2 か月前 15 日 （土 ・日 ・祝日の場合は直前の平日。）までに提出

してください。 
     
 
 
 
 
 

 
※５ 申請書類の記載の不備、書類の不足などがあった場合、受理できません。 
※６ 申請書類の受付後、現地調査を行う場合があります。 

【手続の流れ】 
１ 指定予定日の４か月前末日までに、新規指定前研修の申込み 

２ 新規指定前研修受講 
３ 指定予定日の 2 か月前 15 日頃までに、新規指定申請書の提出※５ 
   ↓（指定申請書の審査※６） 
４ 基準等満たした場合、指定介護サービス事業所等として指定 
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